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１ デジタル技術の飛躍

⑴ 消費生活におけるデジタル技術の浸透

〇 65歳以上のモバイル端末保有率74％、
インターネット利用率61％、
SNS利用率 60％

⇒ 年代を問わずインターネットやSNSの
利用が日常的になりつつある

総務省 令和５年通信利用動向調査より

○ 40歳代・50歳代で「SNS関係」の相談件数が
大きく増加
⇒ 消費者が年齢や教育水準、経済状況等に

関わりなく消費者トラブルに遭う可能性

＜課題＞
デジタル社会において、全ての消費者が

消費者トラブルのリスクにさらされている
ことを踏まえた消費トラブルの予防と解決



（年）
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⑵ 消費者の取引環境の急激な変化に伴う環境整備の必要性 

デジタル化の進展により、インターネット取引を中心とする消費者取引環境は大きく変化、
今後もイノベーションにより予測できない急激な変化が生じることが想定される

・デジタル社会において、消費者が得られる情報量や選択肢が過多
⇒ 消費者が単独で情報を十分に吟味し判断することが困難

・取引主体が売主・買主に加え、プラットフォーム提供事業者など多層的で複雑化
⇒ 消費者トラブルの責任の所在が不明確等

我が国のキャッシュレス決済額及び比率の推移
（2023年）経済産業省統計

＜課題＞
○ 全ての消費者における、一定程度のデジタル

技術を使いこなすための知識や能力（デジタル
リテラシー）の習得機会の確保

○ 消費者への情報提供の強化、事業者への指導・
監督の強化、関係機関との連携強化など、
多角的な取組を進めていく必要性
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２ 消費生活のグローバル化の進展

⑴ 海外事業者との取引の増加

○ 越境電子商取引の市場規模（※）は推計4,208億円、
５年間で約1.5倍。越境消費者センターへの相談件数
（2023年度）は6,371件で最多、うち98.7％が電子商取引

※2023年、対米国・中国
○ 越境取引の消費者の約４割は、事業者の所在地・連絡先

を確認する意識が薄弱
○ 責任を負うべき事業者が国内に存在しない場合、国内法

の適用に課題が伴う 

＜課題＞
○ 消費者自身における、取引に関するサービス内容や

規約等の理解 
○ 消費者被害が生じた場合の救済の考え方

（図）日本・米国・中国3箇国間の越境電子商取引の市場規模

（カッコ内）：対前年比

経済産業省 令和５年度電子商取引に
関する市場調査の結果から引用

越境電子商取引…インターネットを通じて国境を越えて商品や
サービスの取引をすること



京都市統計データから引用

京都市統計データから引用
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（図2）外国人住民数
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（図１）宿泊外国人客数

⑵ 訪日外国人旅行者等の消費の拡大

○  持続可能な観光立国の実現は成長戦略の柱の一つ
○ 2023年は、訪日外国人旅行者数2,500万人超（コ

ロナ禍の2021年は25万人）、消費額は5.3兆円で過去
最高。在留外国人数も342万人で過去最高 

○ 訪日観光客と越境取引における国内消費者の相談
内容には、共通点が多く見られる （言語の相違、
表示の分かりにくさ、商慣行や習慣の違いへの理解
不足 等）

＜課題＞
多言語化といったコミュニケーションツールの充実と、

相談窓口の認知の向上など相談体制の実効性の確保

京都市では、2020年初頭の新型コロナウイルス感染症
の拡大により、訪日外国人数は一時減少したが、大阪万
博等の開催も控えており、訪日外国人数及び訪日外国人
による消費が増加していくことが見込まれている。
（図１参照）

訪日外国人の増加に伴い、旅行消費額も増加すること
が想定されるため、様々な消費者トラブルに遭う可能性
が高まっている。さらに、本市における在留外国人数は
増加に転じている。（図２参照）



３ 社会構造の変化

⑴ 消費生活に配慮を要する消費者の拡大 

○ 2023 年は、高齢化率が全国平均 29.1％（過去最高）、特に地方圏で高水準。
平均寿命は男女ともに延伸（2023 年、男性 81.09 歳、女性 87.14 歳） 

○ 2038 年には 3 人に 1 人が 65 歳以上、65 歳以上の単独世帯の割合は 4 割超。 
2030年で、65 歳以上の７人に１人が認知症、軽度を含むと３人に１人が有病 
⇒ 地域の繋がりが希薄で消費者トラブルを相談できず、更なる増加や深刻化 

○ 認知機能等の低下の影響や程度は個々に異なり、支援のニーズも多様 

＜課題＞
あらゆる世代の消費者が年齢や配慮の程度

に関わりなく、安心して安全な消費行動をと
ることができるための支援の在り方

７
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１８歳以上若年者について

年代別の社会動態（京都市・日本人のみデータ）

京都市統計データから引用

出生率の低下により、少子高齢化が進行し、全国的には
2008年をピークに人口が減少している。本市においても、減
少局面を迎えており、2024年9月の高齢化率は28.4%となって
いる。市内の3.5人に１人が65歳以上の高齢者、2030年には、
3人に1人が65歳以上の高齢者となることが見込まれている。

今後も高齢化の進行により消費者トラブルの更なる増加が
懸念される。

本市では、18歳～24歳の人口割合が比較的
高いこともあり、成年となる18歳、19歳の若
年者の消費者トラブルへの対策が必要である。
民法改正により、2022年4月に、成年年齢が
18歳に引下げられ、若年層が未成年者取消権
を行使することができなくなっている。

近年、若年者を中心にSNSの利用が増加し
ているが、SNSについては、利便性の高いコ
ミュニケーション手段であると同時に、悪質
商法の勧誘等にも用いられやすい傾向にある。
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⑴ 持続可能でより良い社会の実現

○ 2030年を達成年限とするSDGsのうち、SDG12（つくる責任、
つかう責任）は消費者政策に密接に関連

⑵ 事業者と消費者の共創・協働

○ 環境や資源に配慮したより良い消費行動は「循環経済」の実現
のために重要。同時に消費者市民社会の形成にも大きく貢献

○ 生産と消費は密接不可分。消費者の主体的取組が推進されるこ
とが重要

○ 消費者志向自主宣言事業者は734社、数は拡大しているものの、
業種や所在地に偏りあり（※消費者庁令和5年10月全国調査）

○ エシカル消費の認知度は29％、関心度は47％

４ より良い社会の実現と国際協調への貢献 

＜課題＞ 
SDGs達成に資する取組の加速化、達成年限後も基本的理念の

「誰一人取り残さない」取組の継続

＜課題＞
消費者自らの行動が社会を変える力となり得るという意識の醸成 
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